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２Ａ１３ 

製品開発マネジメント研究における製品特性の差異に関する考察（２） 

 
○浅井洋介，久保元伸（山口大学） 

 

 

 
１． 緒言 

前報（浅井・久保，2013）では、製品開発マネ

ジメントにおける実証的な研究と製品開発マネ

ジメントの知識体系との関係について、従来の製

品特性の区分に従って、先行研究をサーベイした。

本報では製品開発におけるマネジメントの仕組

みを分析するためのより包括的で普遍的な製品

特性の区分を試みる。 

また、本研究では製品開発を技術システムの成

立過程の問題であると捉えている。そこで、シス

テムとしての技術の定義ののち、従来の製品開発

マネジメント研究における個々の製品の開発プ

ロセスに着目した実証的研究において製品開発

のパフォーマンスはどのような視点で分析・評価

されていたのかという点をレビューする。これら

のレビューを踏まえ、本研究における製品特性の

区分を行う。 

 

２． 技術および技術システムの定義 

技術は既存の技術の上に新しい技術や新しい

科学の知識が付加されて形成される（Boer，1999）。
つまり、技術は複数の要素技術から成立し、成立

した技術は上位の階層の技術のコンポーネント

と し て 利 用 さ れ る と い う よ う に 再 帰 性

（Re-cursivity）を持つ（Arthur，2009）。また、

技術とはある原因と結果の不確実な因果関係を

減じる綿密な計画であり（Rogers，2003）、この

計画が販売可能な形態を整えた人工物として結

実した結果が製品であると言える。つまり、製品

開発とは要素技術のシステム化の問題と捉える

ことが一般的である（Kline，1990：Betz，1993）。
本研究では、システムとしての製品の在り方を製

品システムと呼ぶ。 
また、本研究では要素技術とは当事者にとって

意味のある最小レベルの技術的要素とし、製品は

この集まりであると定義する。その上で、この要

素技術のシステム化の過程と製品開発における

マネジメントとの関係を分析する。 
 

３． 製品開発の成功とは 

３－１）先行研究における製品開発の成功とは 
1970 年代から 80年代当初の製品開発マネジメ

ント研究は製品開発の成功要因を探る研究が中

心である。製品開発の成功は様々な視点から分析

されるが、大別すると事業的な成功と技術的成功

（Rubenstein，et.al，1976）、あるいは組織能

力の向上や企業のパフォーマンスの向上の視点

での成功（Cooper，1979）に区分できる。これ

らの様々な視点における製品開発の成功の程度

（パフォーマンス）とその要因の関係について多

数の先行研究がある。 
これらの研究では、その製品（製品開発）に対

する様々な評価の視点を見出し、これを説明する

要因との関係を探るというタイプのアプローチ

が一般的である（Griffin & Page，1993 など）。

つまり、製品開発に絶対的な成功、あるいは固定

された評価の視点はなく、ある評価の視点では非

成功（失敗）と分析される事例でも、別の評価の

視点では成功と分析されるケースが有り得る。さ

らに、製品開発は単純にその結果が二分されるも

のではなく、その程度（パフォーマンス）で評価

される。また、これを説明する要因も様々である。 
製品開発の成功要因を探る研究において、評価

の視点や成功の要因が多様性を持つ理由に扱わ

れる分析対象の問題が考えられる。例えば、

SAPPHO II プロジェクト（Rothwell，et al. 
1974）では化学産業と科学機器産業を分析対象と

して、“顧客ニーズの理解の程度”、”ユーザー

への教育の程度“、”ユーザーにおけるイノベー

ションの程度“、など 15 の要因が成功要因とし

て見出される。分析対象を生産財であると捉える

と、特定顧客への効果的な相互依存関係を高める

ための、”ユーザーへの教育の程度“や”ユーザ

ーにおけるイノベーションの程度“は成功要因と

して抽出される妥当な結果であると考えられる。

しかし、仮に分析対象が日用品などの一般消費財

であれば分析結果として導かれる成功要因は異

なるものであったと考えられる。つまり、15 の成

功要因の中で“顧客ニーズの理解の程度”、“外

部コミュニケーションの程度”などは分析対象が

一般消費財であっても成功要因として導かれた

と考えられるが、例えば”ユーザーへの教育の程

度“や”ユーザーにおけるイノベーションの程度

“などが成功要因として導き出される一般消費

財は限定されると考えられる。 
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また、Parry&Song（1993）は網羅的に様々な

製品を取り上げて研究・開発とマーケティングの

統合の問題を分析しているが、例えば医薬品であ

れば、どのタイプの医薬品を扱うかにより、統合

の必要性に関しては認識の違いが見られるはず

である。このように従来の製品開発プロセスの成

功要因を探る研究では得られる分析結果が分析

対象に影響を受けてしまうという問題がある。 
一方で、個別の製品（産業）を対象にした研究

成果が他の製品の開発プロセスに当てはまるの

かという議論を経て、製品開発の成功要因を製品

（産業）の相違を踏まえて説明するための理論的

枠組みが考察されている（Bessant et al.，2005
等）。しかし、同じ製品名で区分される製品でも

どのタイプの製品を扱うのか（例えば医薬品にお

けるケミカル系とバイオ系の違い等）、あるいは

製品開発のどの場面を扱うのか、という点は十分

に議論されないという問題がある（前報）。 
３－２）本研究における製品開発の成功の定義 
本研究では製品を複数の要素からなるシステ

ムであると捉え、このシステムの特性で様々な製

品の差異を表現する。製品開発の成功とはこのシ

ステムが完成し（Krishnan&Ulirich，2001）、製

品として販売されたこととする。その上で、この

システム化の過程における様々な製品と製品開

発マネジメントの関係を分析する。 
また、製品をシステムとして見る見方では、製

品は単に製品やその製法に関する要素技術の集

合体である技術システムのみならず、販売方法な

どから構成されるビジネスシステムや他の製品

との関連などに関連するアプリケーションシス

テムなど複数のシステムから構成されるが（Betz，
1993）、本研究では製品システムを構成するシス

テム群の中で、技術システムに評価の視点を固定

する。このことにより、前述の評価の視点の不一

致の問題を解決できると考えられる。 
 

４． 製品特性の区分 

本研究では、製品システムの特性で様々な製品

を区分する。 
製品開発マネジメントの仕組みと製品の特性

との関連が様々な研究により指摘されている

（Fitzsimmons,Kouvelis, and Mallick,1991等）。

これらの研究では、個別の事例分析結果を統合す

る形で産業横断的な比較分析を行うためのコン

ティンジェンシー的な枠組みが提示される。例え

ば、桑嶋・藤本（2003）は製品（産業）間の製品

開発パターンを区分するため、製品開発プロセス

を「顧客満足創出プロセスのシミュレーション」

と見なし、製品開発プロセスの各ステップが持つ

属 性 を 不 確 実 性 （ uncertainty ） や 多 義 性

（equivocality）などの一般的概念で表現し、様々

な製品を区分している。しかし、この属性の程度

はあくまでも観測者の主観的判断に委ねられる。

例えば、クラフト的な熟練を要する生産工程は多

義性が高く、作業標準の整備や自動化が進んだ生

産工程は多義性が低いとされる（桑嶋・藤本，

2003）。しかし、生産工程の標準化や自動化の程

度は製品種だけではなく、その企業における生産

技術の開発能力、生産規模や生産方式の違いにも

影響される。このように観測者の主観的判断だけ

では数多くの製品特性の評価において様々な反

論が予想される。従って、このようなアプローチ

で多数の製品の特性を網羅的に評価することは

困難であると考えられる。 
製品開発マネジメントの仕組みと製品の特性

との関連に着目する研究では、製品（あるいは製

品開発プロジェクト）の特性を様々な指標で表現

する研究が数多く見られるが、これらの指標は製

品（製品開発）がどれほど複雑であったのかとい

う視点と、どれほど不確実であったのかという視

点に大別される（Ahmad,2013 など）。例えば、

Ahmad（2013）は日韓欧の電気・機械・輸送機

械の 266 の製品開発プロジェクトを調査し、製品

開発プロセスを構成するタスクの数やそれらの

独立性の程度、製品や製造プロセスの新規性など

の程度の組み合わせにより不確実性と複雑性を

評価している。しかし、これらはアンケート調査

結果によるため、その不確実性や複雑性の評価は

回答者に委ねられるという問題がある。このよう

に、製品開発マネジメント研究は分析対象を特定

した研究から、製品特性の差異を包括した視点か

ら分析するタイプの研究に変遷しているものの、

製品特性の区分やその評価の方法に問題を抱え

ていると言える。 
本研究では、製品開発を技術システムの成立過

程の問題であると捉え、またこの技術システムは

要素技術の集合体であるという見方に立ってい

る。そこで、製品をすべて一律に扱うのではなく、

その構成要素の数で区分し、これにより様々な製

品の技術システムの特性の差異を表現する。また、

この構成要素の数で数多くの製品開発の”複雑さ

の程度”と”不確実の程度”を区分する。 
４－１）構成要素（または要素技術）の多少 

技術システムが単純な製品と複雑な製品があ

るが、人工物である製品の複雑さの程度とはこれ

を構成する要素の数と要素間の関係が増加する

ことを意味する（藤本，2013）。つまり、同じ構

成要素の数であっても要素間の関係の強弱によ

り複雑さの程度は異なる。この構成要素間の関係

はアーキテクチャという概念で議論される（藤

本・武石・青島，2001）。従って、構成要素の分
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け方次第で、その製品の構成要素間の関係が左右

されてしまう可能性がある。つまり、構成要素間

の関係の強弱で製品の複雑さの程度を表現する

場合には、構成要素の分け方や構成要素間の関係

をどのように表現するのか、多数の製品を統合的

に扱うためには評価の仕方を統一する必要があ

る。 
本研究では製品は技術システムを構成する要

素技術の数の多少で複雑さの程度を表現する。品

質機能展開のアプローチに従えば、製品を構成す

る要素は最終的には部品単位まで細分化される

（水野・赤尾：1978 等）。要素技術の数と部品

の数は必ずしも一致するものではないが、要素技

術の多少はその製品を構成する部品の数の多少

と関連すると考えられる。そこで、本研究では製

品を構成する部品の数で製品の複雑さの程度を

表現することにする。一方、プロセス型製品は組

立型製品のように部品数を数え上げることが出

来ないが、品質機能展開のアプローチではこれら

の製品を生産する工程がプロセス型製品を構成

する最も細分化された要素に相当する（水野・赤

尾：1978）。そこで、プロセス型製品では工程の

数の多少が要素技術の数の多少と関連があると

考えられる。ただし、組立型製品では製品の部品

の数の多少がその製品の機能の多少と関連があ

るのに対し、プロセス型製品では機能の数は同じ

であるが生産量により工程の数が影響されるケ

ースがある。従って、組立型製品の部品数とプロ

セス型製品の生産工程の数を同じ次元で評価す

ることは出来ない。そこで、本研究ではこれらを

個別に扱うこととする。 
 自動車の開発組織は数百人の規模であるが、石

化製品などのプロセス型製品では開発組織は比

較的少人数で構成されると言われるように、技術

システムを構成する要素技術の数とこれを開発

する組織の規模の間には関連があり、ここで実施

されるマネジメントには何らかの違いがあると

予想される。本研究では、製品の要素技術の多少

を 3 段階で表現する。 
 

 要素技術の多少 製品例 
多 要素技術が 103乗以上 自動車 
中 要素技術が 101乗以上

～103乗未満 
携帯電話 

少 要素技術が 101乗未満 日用雑貨等

表 1 要素技術の数の区分（組立型製品の例） 
 

４－２）設計指針のない状態から開発した要素技

術の割合 

 製品開発の不確実さの程度を評価する視点は

様々であるが（McDonough，1993 など）、これ

らの視点は当該企業が生み出す製品や技術がど

れほど新しくこのための開発活動に不確実性が

あったのかという視点と、製品を販売する市場や

開発目標がどれほど捉えどころなく市場やニー

ズの獲得のための活動に不確実性があったのか

という視点に大別される（ Takikonda and 
Montoya-Weiss，2001）。 

一方で、製品種ごとに不確実性の程度を区分す

るタイプの研究がある。例えば、桑嶋・藤本（2001）
は製品開発が持つ原因と結果の間の不確実性の

程度で、様々な製品を区分している。このタイプ

の研究では、McDonough（1993）らが議論して

いる製品開発の不確実性の評価の視点は問題と

されないが、製品開発完了までの困難さの程度を

製品種ごとに区分している。この両者の研究のア

プローチは異なるが、これらを統合的に考察する

ことが可能である。例えば、医薬品が持つ製品開

発の不確実性の高さ（藤本・安本，2000）は製品

の新規性（Booz Allen Hamilton, Inc., 1968）や

技術の新しさ（Larson and Gobeli, 1989 等）と

いう視点で考察できるであろう。このように、製

品開発の不確実性に関する研究では、製品種ごと

にそれがどの程度であり、またそれは何故かとい

うことが理解されつつあると言える。 
一方、製品の不確実性の程度を製品種だけで一

義的に区分することは困難であり、様々な反例が

予想される。製品開発の不確実性には必ずその製

品特有の技術的問題や市場の問題を含むため、異

なる製品間の不確実性の高低を単純に比較でき

ないためである。さらには、その製品と開発する

企業の知識レベルの差異などにより、その製品開

発の不確実性の程度は異なると考えられるから

である。従って、製品開発における不確実性と

は、製品とその固有の技術や市場との関係、その

製品を開発する企業の知識レベルなどの相対的

な関係から定義されると考えられる。 
この見方に立てば、製品開発における技術開発

の不確実さの程度とは製品固有の技術上の問題

や競合との関係、企業の知識レベルの程度などに

影響され、またそれは、製品開発において活用で

きる既往の知識体系の程度と関連があると言え

る。つまり、製品開発における技術開発の不確実

性の高低とは、１つには既往の知識体系に拠らず

新たに生み出された要素技術の多少であると考

えられる。 
本研究では製品開発の不確実さの程度を設計

指針の確立の程度と考え、技術システムを構成す

る要素技術の中で、設計指針のない状態から開発

した要素技術の数が占める割合の大小で製品開

発の技術開発の不確実性の程度を評価する。 
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 設計指針のない状

態から開発した要

素技術の数の割合 

製品（製品開発）の

例 

大 ５割以上 アルツハイマー型痴

呆症治療薬の開発

（小野，2003） 

中 ５割未満（設計指針

のない要素技術が

限定されている） 

合成樹脂（赤瀬，

2005） 

小 設計指針のない要

素技術はない 

汎用石化製品の生産

性向上などの事例 

表 2 設計指針のない状態から開発した要素技術の数

の割合（プロセス型製品での例） 
 

４－３）開発目標の確立の程度 

 製品開発の不確実さの程度を評価する際のも

う一方の視点、つまり開発目標の不確実性につい

て議論する。この問題は、企業が開発目標とする

市場に対する理解や経験の程度と製品開発にお

よぼす環境変化の程度の２つの側面から考えら

れている（Takikonda and Montoya-Weiss，2001）。
従って、製品開発における市場の不確実性の程度

とは、企業が保有する情報とその製品開発を実行

するために必要な情報の相違であると考えられ

る。つまり、その企業が把握している開発目標の

明瞭さの程度により不確実性の程度は決定され、

この開発目標の明瞭さの程度は技術システムの

形成の過程において企業が保有する知識レベル

の高低や経験の有無、あるいは外部環境の変化の

程度に左右される、と考えられる。 
 製品サンプルは出来たものの対象とする市場

が決まらず開発目標が把握できない、あるいは対

象とする市場が定まったものの開発目標が不明

瞭であるというケースがある。例えば、炭素繊維

は軽量でありながら鉄に比べ単位重量当りで 10
倍という強度（引張強度）と弾性率を誇る繊維で

ある。T 社はこの製品の基本的な合成処方の開発

に成功したものの、用途は皆目不明な状態であっ

た（青島・河西，2005）。炭素繊維はこの後、ス

ポーツ用品や航空機材、さらには近年では自動車

の構造材として製品開発が進められているが、例

えば炭素繊維製の釣竿は普及の過程を通じて開

発目標が徐々に明確になっていったと考えられ

る。一方、炭素繊維製スポーツ用品が広く普及し

た現在の製品開発（例えば品種改良や価格低減）

では開発目標は明確であろう。このように、開発

目標の有無あるいは開発目標の明瞭さの程度（製

品開発における目標不確実の程度）に違いがある。 

また、目標不確実の程度が高いケースでは比較

的に個人の自由な発想や活動が重視されるが、目

標不確実の程度が低いケースでは統制のとれた

マネジメントや RD 部門とマーケティング部門の

連携が強まるなど、製品開発における目標不確実

の程度と製品開発マネジメントとの間には何ら

かの関係があると考えられる。つまり、目標不確

実の程度は製品開発マネジメントの仕組みを分

析する製品特性の１つであると言える。  
そこで、本研究では開発目標の確立の程度で製

品開発における目標不確実の程度を区分する。 

 

 開発目標の確立の

程度 

製品（製品開発）の例 

高 開発目標は明確 合成樹脂の品種改良等 

中 市場は定まってい

るものの、開発目

標が不明瞭 

炭素繊維のスポーツ用

品開発の場面（青島・河

西，2005） 

低 市場が定まってい

ない 

炭素繊維の用途探索の

場面（青島・河西，2005）
表 3 開発目標の確立の程度（プロセス型製品での例） 

 

５． まとめ 

様々な製品を分析対象として導かれた製品開

発マネジメント研究のインプリケーションを包

括的に扱うための製品特性区分について考察し

た(図 1 参照)。この枠組みの下で多数の研究成果

や事例を検討することにより、製品特性区分の違

いとマネジメントの関係はどのようなものか、そ

れは何故かという点を体系的に考察できると考

えられる。また、既存の製品開発マネジメント研

究の知識体系では十分に考察できない製品特性

区分の有無やその理由を明らかに出来ると考え

られる。つまり、個々の製品をミクロな視点で分

析した多数の製品開発マネジメントの研究成果

を相互に関連付けて扱うことが出来、さらに不足

する知識体系とは何かなど製品開発マネジメン

トにおける指針を得ることが可能であると考え

られる。 
今後は、多数の製品開発事例をこの製品特性区

分の下で検討し、上述の問題について取り組む予

定である。 

 
図 1 製品特性区分 
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